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１． はじめに 

 

地球温暖化が深刻化する中，それぞれの都市には将

来に渡る明確な CO2排出削減目標を設定した上で，これ

を確実に達成するための具体的な取組みが求められてい

る．しかし，こうした取組みの中には大幅なライフスタ

イルの変更を余儀なくするものも多く，これらの対策を

実施するためには合わせてその影響を緩和するような対

策を実施していく必要がある．特に，新しいライフスタ

イルへの移行を求めるためには，そのライフスタイルを

支えるインフラストラクチャーへの投資が必要不可欠で

あるものと考えられる． 

現代都市においては，従業地の空間分布と居住地の

空間分布が大きく乖離し，これを繋ぐ通勤交通が多くの

CO2 を排出している．さらに，都市化の過程において自

動車が普及した都市では，自動車利用を前提とした過度

な郊外開発が進み，その結果として CO2排出量の多い都

市構造が定着している 1)．こうした CO2排出量の多い都

市構造から脱却し，CO2 排出量の少ない都市構造へと移

行するためには，鉄道のような CO2排出量の少ない交通

手段への投資を積極的に進める必要があるものと考えら

れる2)． 

他方で，鉄道投資をはじめとする公共投資の必要性

を明らかにするために費用便益分析が行われる．後述す

るように，日本の鉄道投資に対する費用便益分析では，

利用者便益や供給者便益の他に環境改善便益等が計測さ

れる．ところが，CO2 排出削減による地球環境改善便益

については，CO2 排出の被害費用に基づいて CO2 排出の

貨幣換算が行われるが，この値が過少であるとの指摘も

多い．他方で，先進国の都市や部門では，将来に渡る 
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CO2 排出削減目標を定めた上で，これを積極的に達成し

ようとする動きもあるため，鉄道投資の便益計測もこう

した取組みの中で評価していく必要があるものと考えら

れる． 

そこで，本研究では，通勤交通部門において将来に

渡る CO2排出削減目標を設定した上で，これを達成する

ことを前提とした場合，鉄道投資の便益がどのように変

化するのかを明らかにする計量モデルを開発することを

目的とする．以下，２．では，現行の鉄道投資の便益計

測の問題点について整理し，３．では，バックキャステ

ィングに基づいた鉄道投資の便益計測を行うことを提案

する．また，４．では，バックキャスティングに基づい

た鉄道投資の便益計測を行うための計量モデルを提案し，

５．では，このモデルを名古屋都市圏において作成した

結果について述べる． 

 

２．従来の関連研究 

 

（１） 鉄道投資の便益計測 

鉄道投資の費用便益分析については，これまでにも

多くの研究が行われてきた．これらの研究成果を踏まえ

て，国土交通省鉄道局は「鉄道プロジェクトの評価手法

マニュアル 2005」を作成している．このマニュアルは

1997 年にはじめて公表され 3)，その後，1999 年と 2005

年にそれぞれ改定版が公表されている 4)-5)．このマニュ

アルの中では，鉄道投資の費用便益分析において計測す

べき費用項目及び便益項目が整理され，それぞれの具体

的な計測方法が提示されている．このとき，鉄道投資の

便益としては，1)時間短縮便益や費用節減便益等によっ

て構成される利用者便益，2)事業者収益によって計測さ

れる供給者便益，3)環境改善便益や道路交通事故削減便

益等によって構成される環境等改善便益の３つの便益を

計測することとされている． 

 

（２）環境投資としての便益計測 

さらに，鉄道投資の環境改善便益としては，1)NOx 排

出や騒音等の減少による局所的環境改善便益，2)CO2 排
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出の減少による地球環境改善便益の２つの便益を計測す

ることが示されている．このとき，環境負荷排出の貨幣

換算については，「道路投資の評価に関する指針

（案）」の値を用いることとされている．この指針によ

ると，NOx 及び騒音の貨幣換算については，欧米及び日

本における被害費用に関する研究結果に基づき，その平

均的な値が設定されている．また，CO2 排出の貨幣換算

についても，諸外国における被害費用の研究結果に基づ

き，その平均的な値として2,300 円／t-C という値が用

いられている．これに対して，林山は最近の研究蓄積か

ら考えると，この2,300 円／t-C という値は過少であり，

Tolの研究やIPCC の指摘も踏まえると約10,000 円／t-

Cにすべきであると指摘している6)． 

 

（３）本研究の位置づけ 

もともと「道路投資の評価に関する指針（案）」の

中でも，環境影響の貨幣換算については多くの問題点を

抱えていることが指摘されている．特に，地球温暖化の

影響については，現在もこれを明らかにするために多く

の研究が進められているが，この被害費用を正確に把握

するだけの科学的知見は十分に蓄積されているとは言え

ない．他方で，こうした状況の中で，新しい科学的知見

も踏まえながら，2050 年までには全世界でCO2排出量を

半減させる，また，先進国やその都市ではさらに厳しい

CO2 排出削減目標を掲げ，これを積極的に達成しようと

する動きもある．そこで，本研究ではこうした動きの中

で通勤交通部門でも中長期的な視点から将来に渡る CO2

排出削減目標を定め，これを確実に達成することを前提

とした場合，鉄道投資の便益評価は如何にあるべきかに

ついて考えることにする． 

 

３．バックキャスティングに基づく鉄道投資の便益評価 

 

（１） バックキャスティング 

本研究ではバックキャスティングの考え方に基づい

て鉄道投資の便益評価を行う方法を提案する 7)．従来，

鉄道投資の便益評価は現在の状況から将来の状況を考え

るForecastingの考え方に基づいて行われてきた．しか

し，今後，地球温暖化の深刻化によって，それぞれの都

市や部門では将来に渡る明確な CO2排出削減目標を定め

た上で，これを積極的に達成することが求められるもの

と考えられる．このとき，鉄道は自動車に比べ CO2排出

量が少なく，厳しい CO2排出削減目標を達成しなければ

ならない将来の状況において，さらに有効な交通手段に

なるものと予想される．そこで本研究では，通勤交通部

門において将来に渡る CO2排出削減目標を定め，これを

達成するためには如何なる取組みが必要かというバック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 鉄道投資の便益計測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 影響評価のフロー 

 

 

キャスティングの考え方に基づいて都市鉄道の便益評価

を行うことを考える． 

 

（２）ボーモル・オーツ税の導入 

バックキャスティングの考え方に基づいて鉄道投資

の便益評価を行うために，本研究では図－１に示すよう

な２つのステップを考えることにする．まず，最初のス

テップでは，通勤交通部門で CO2排出削減目標を達成す

るために，通勤交通をどのように変更する必要があるの

かについて考える．このとき，CO2 排出削減目標を達成

する手段としては多くの方法が考えられるが，環境経済

学の成果として，汚染排出1単位に均一な課税（ボーモ

ル･オーツ税）を行えば，社会的最小費用で目標を達成

できることが明らかにされている．そのため，本研究で

はこのボーモル・オーツ税を通勤交通部門に導入して

CO2 排出削減目標を達成することを考えることにする 8)-

9)． 
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（３）鉄道投資の便益計測 

次のステップでは，通勤交通部門において CO2排出削

減目標を達成することを前提とした場合，都市鉄道への

投資がどのような便益を発生させるかを考える．ボーモ

ル・オーツ税が導入されると CO2排出量の多い自動車交

通には多くの課税が行われるため，通勤交通の手段は

CO2 排出量の少ない鉄道へと変更される．しかし，鉄道

サービスが供給されない地域では，これによって通勤条

件が悪化することになる．また，遠距離通勤には相対的

に多くの課税が行われるため，これらの地域でも通勤条

件が悪化する．このようにボーモル・オーツ税が導入さ

れると多くの通勤者にとって通勤条件は悪化することに

なる．しかし，これらの地域においても鉄道投資によっ

て排出量の少ない鉄道サービスの供給が行われれば，ボ

ーモル・オーツ税の導入による影響を緩和することがで

きる．つまり，こうした影響の緩和効果を便益として計

測すれば，鉄道投資の便益が計測できることになる． 

 

４．便益計測モデルの開発 

 

（１）基本的考え方 

これまでにも都市鉄道投資の便益計測を目的として

多くの土地利用モデルが開発されてきた．こうした土地

利用モデルは都市空間を幾つかのゾーンに分割し，それ

ぞれのゾーンで働く従業者がどこに居住するのかを分析

するものである 10)-12)．例えば，都心で働く従業者は都

心の近くに居住すれば通勤には便利であるが，地価が高

いために狭い住宅しか確保することができない．これに

対して，郊外に居住すれば通勤には不便であるが地価が

低いため広い住宅を確保することができる．つまり，通

勤条件と居住条件を考慮して最適な居住地を選択するこ

とになる． 

一方，都市鉄道が整備されると沿線地域の通勤条件

が改善される．そのため，沿線地域では居住者が増加し，

土地需要の増加によって地価が上昇する．その結果，都

市鉄道投資は通勤者の効用を向上させると同時に，沿線

の土地所有者の収入も増加させることになる．土地利用

モデルでは，こうした通勤者に帰着する便益と土地所有

者に帰着する便益を計量することになる． 

本研究では，これまで都市鉄道の便益計測のために

開発されてきた土地利用モデルをベースにしながら，

CO2 排出制約下での便益計測を行う新しい土地利用モデ

ルを開発することを試みる．この土地利用モデルでは，

通勤者の居住地選択及び消費を記述すると同時に，土地

サービス市場で決定される価格を内生的に求める．また，

ボーモル・オーツ税を組み込み，CO2 排出削減目標を達

成するようにその税率を決定する．さらに，CO2 排出制

約下での鉄道投資が通勤者と土地所有者に与える影響を

把握し，これを貨幣換算することによって鉄道投資の社

会的便益を評価できるものとする． 

 

（２）居住地選択と消費 

これまで筆者らが開発してきた CES 型土地利用モデ

ルを用いると，従業地 j で働く通勤者の居住地選択行動

及び消費行動をマクロな視点から考えると，次の効用最

大化問題を定義することができる． 
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このとき，消費財の価格には通勤費用を考慮した価格
k
ijp を用いる． 

 

（３）通勤交通 

また，通勤交通には以下の費用最小化問題を解いて

鉄道サービスとその他の交通サービスの消費が決まるも

のとする． 

min
l

l
ij

l
ijij XcC  (2) 
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つまり，鉄道サービスとそれ以外の交通サービスの代替

弾性値は T で一定であるものと仮定する．さらに，交

通サービスの価格としては，次式で表される交通一般化

費用 l
ijc を用いることにする． 

l
ij

l
ij

l
ijj

l
ij eftwc   (3) 

つまり，交通費用は時間費用 l
ijjtw とその他の交通費用

l
ijf の他にCO2排出量に応じた税 l

ije が課されることにな

る． 

 

（４）土地サービス市場 

さらに，土地サービスの供給が iS であるとすると，

土地サービス市場の需給均衡条件として次式が成り立つ． 
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i
j

L
ij SX   (4) 

このとき，土地サービスの供給量は政策的に決定される

ものとする． 

 

（５）税率の決定 

政府は政策目標として定めた CO2排出量の上限を超え

ないように税率を決めるものとする．つまり， 

 EXe
l i j

l
ij

l
ij  1  (5) 


l i j

l
ij

l
ij XeE  (6) 

ここで，E ：CO2排出削減以前の CO2排出量， k
ijx ：CO2排

出削減以前の交通需要， ：CO2 排出削減率（政策目

標） 

また，CO2 排出に対して課税を行った場合，その税収の

再分配を行う必要がある．本研究ではこの税収を所得に

応じて再分配するものとする．つまり， 
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j
jj Y

Y
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l i j

l
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l
ij XeT   (8) 

ここで，T ：税収， jY ：課税前の所得 

 

（６）家計に帰着する便益 

CES 型効用関数を用いた場合，その支出関数は次のよ

うになる． 

jjj UpE   (8) 

ここで，価格
jp は式(A7)～(A10)で与えられる． 

この支出関数を用いると等価変分
jEV は次式により求め

ることができる． 

A
j

A
j

B
j

A
jj UpUpEV    

A
jA

j

A
j

B
j Y
U

UU 
  (9) 

ここで， A
jU ：事前の効用， B

jU ：事後の効用， A
jp ：

事前の価格， A
jY ：事前の所得 

（７）土地所有者に帰着する便益 

他方，土地所有者の収入
iR は次のようになる． 

i
L
ii SpR   (10) 

ここで， L
ip ：土地サービスの価格， iS ：土地サービ

スの供給量 

したがって，土地所有者の収入の変化
iR は次のように

なる． 

  i
AL

i
BL

ii SppR ,,   (11) 

ここで， AL
jp , ：事前の土地サービス価格， BL

ip , ：事後

の土地サービス価格 

 

５．名古屋都市圏でのモデル推定 

 

（１） 対象地域 

名古屋都市圏において鉄道投資の便益計測を行うた

めに，３．で説明したモデルのパラメータを名古屋都市

圏で推定した．このとき，名古屋都市圏は名古屋生活圏

に概ね一致しており，日常的な生活がこの中で閉じてい

る地域である．また，交通需要の特性を踏まえ，名古屋

都市圏を図－３に示した 52 ゾーンに分割した．なお，

このゾーニングは中京都市圏パーソントリップ調査の中

ゾーンを参考にして複数の市町村をまとめて設定してい

る13)． 

 

（２）基準時データセットの作成 

土地利用モデルのキャリブレーションを行うために，

表－１に示した基準時データセットを名古屋都市圏で作

成した．まず，鉄道サービス及びその他の交通サービス

の投入 l
ijM （ CRl , ）については，名古屋都市圏パー

ソントリップ調査から求めた交通手段別通勤交通 OD 表
l
ijX に名古屋都市圏の交通ネットワーク・データから求

めた交通一般化費用 l
ijc を乗じて求めた 13)．また，土地サ

ービスの投入 L
ijM については，愛知県「土地に関する統

計年報」の宅地面積（平成 12 年） L
ijX に地代 L

ip を乗じ

て求めた 14)．このとき，地代は愛知県「地価調査」の

宅地価格（平成 12 年）に地価・地代比率を乗じて求め

た 15)．さらに，その他の消費財の投入 N
ijM については，

上述した投入の合計を総支出
jM から差し引くことによ

って求めた．このとき，総支出は愛知県の一人当たり可

処分所得に各従業地の通勤者数を乗じることにより求め

た 16)．また，その他消費財の価格については１に基準

化した． 

 

（３）代替弾性値
C の推計結果 

表－２は消費モデルにおける代替弾性値
C の推計結
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果を示したものである．このとき，代替弾性値
C の推

計式として次式を用いた． 

N

L
i

CN
ij

L
ij

N
ij

L
ij

p

p

X

X
lnlnln 




  (12) 

つまり、上式を用いて消費と価格の回帰分析を行えば，

その係数として代替弾性値
C を求めることができる．

ここでは，（２）で作成した基準時データセットをクロ

スセクションデータとして用いてこの代替弾性値
C の

推計を行った．代替弾性値
C を表す係数は 1.12，定数

項は 2.25 と推計され，何れも t 値は高く，有意な変数

となった．また，相関係数は 0.969，決定係数は 0.939

と良好な値を示した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 対象地域 

 

 

表－１ 基準時テータセット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）代替弾性値
T の推計結果 

また，表－３は交通需要モデルにおける代替弾性値

T の推計結果を示したものである．代替弾性値
T の推

計式としては以下の式を用いた． 

C
ij

R
ij

TC
ij

R
ij

C
ij

R
ij

c

c

X

X
lnlnln 




  (15) 

つまり，式(15)を用いて交通需要と交通一般化費用との

回帰分析を行えば，その係数として代替弾性値
T を推

計することができることになる．ここでは，（２）で作

成した基準時データセットを用いてこの回帰分析を行っ

た．代替弾性値を表す係数は 2.26，定数項は-0.336 と

推計された．また，それぞれの t 値は 25.5，6.54 と高

く，有意な変数となった．また，相関係数は 0.703，決

定係数は0.494となった． 

 

（５）代替弾性値
L の推計結果 

表－４は居住地選択モデルにおける代替弾性値
L の

推計結果を示したものである．このとき，代替弾性値

L の推計式として次式を用いた． 

ji

ij

ji

ij

ji

ij

p

p

N

N



 lnlnln 

  (13) 

 

 

表－２ 代替弾性値
C の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 代替弾性値
T の推計結果 
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ただし， は次のように定義した． 

1 L  (14) 

つまり，式(13)を用いて通勤者数と合成財価格の回帰分

析を行えば，その係数としてパラメータ を推計するこ

とができる．また，パラメータ が推計できれば，式

(14)を用いて代替弾性値
L を求めることができる．こ

こでは，(2)で作成した基準時データセットを用いてこ

の回帰分析を行った．パラメータ を表す係数は 6.20

と推計され，t 値も 98.0 と十分高く，有意な変数とな

った．また，この回帰分析には選択肢特性を表すために

地域ダミー変数を用いた．図－４はこの地域ダミー変数

の係数の推計結果を示したものである．この係数は地域

の大きさや消費以外の居住要因を示すものであり，岡崎

市や一宮市等，拠点性の高い地域で高い値が推計された．

また，相関係数は0.876，決定係数は0.768となった． 

 

 

表－４ 代替弾性値 の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 地域定数の推計結果 
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